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本レポート「サステナビリティレポート2026」は、東洋電化工業のサステナビリティに関する

考え方や重要課題（マテリアリティ）および2025年度における主な取り組みをステークホル

ダーの皆様に報告することを目的に発行しています。

報告対象期間

2025年4月1日～2026年3月31日

（一部対象期間以前、以後の内容を含んでいます）

報告対象範囲

東洋電化工業株式会社

将来の見通しに関する注意事項

本レポートに掲載された見通し、目標、計画などに関する記述については、本

レポート作成時点における入手可能な情報に基づくもので、将来の事業環境の

変化などさまざまな要因によって記載とは異なる結果となる可能性があります。

サステナビリティサイト

サステナビリティレポート

編集方針・情報開示体系

発行時期

発行日：202６年９月

（前回発行：2025年９月、次回発行：202７年9月予定）

情報開示の考え方

非財務情報（ESG情報）の開示ツールとして、持続可能な社会の実現に貢献する取り組みにつ

いて情報開示しています。

報告媒体

東洋電化工業のサステナビリティ活動をご覧

いただけます。 情報は随時更新します。

【サステナビリティサイト】

https://sustainability.toyodenka.co.jp/

2024年度から毎年サステナビリティレポー

トを更新、発行しています。
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会社概要（202６年3月末現在）

会社名

本社所在地

資本金

創業

設立

従業員数

事業内容

関連会社（202６年3月末現在）

東洋電化工業株式会社

高知県高知市萩町二丁目2番25号

3億円

1919年４月8日

1956年9月1日

2３７人

特殊アロイ事業、商事事業、化成品事業、資源再生事業

●東洋園芸食品株式会社

●株式会社東洋ビジネスソリューションズ

●株式会社東洋電化テクノリサーチ

●鎮江東豊特殊合金有限公司

●HYMOLD (THAILAND) Ltd.

企業理念

企業理念 培った高度な技術により素材に命を吹き込み、高品質な製品とサービス

をお客様に提供することで日本のものづくりを支える

ビジョン 社会、株主、ユーザー、従業員より評価される企業基盤を構築し未来に大

きく飛躍する

03

企業情報

世界で評価されている実績

国際的な評価機関であるEcoVadis社（本社：フランス）に

おけるサステナビリティ評価で2025年度は世界の全業種、

全企業中、総合スコアが上位35%以上の企業に贈られる「ブ

ロンズ」メダルを獲得しました。

Sustainability Report 202６
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マネジメント
Management



当社は、「培った高度な技術により素材に命を吹き込み、高品質な製品とサービスをお客様に提供することで日本のものづくりを支える」の理念のもと1919年

の創業以来、100年を超える歴史の中で中間原料メーカーとして日本の産業を支え続けてきました。

現在、私たちは気候変動をはじめとする環境問題、人権の尊重、少子高齢化に伴う労働人口の減少などさまざまな社会課題に直面しており、これらの問題を解

決するために、企業としての責任や役割はますます重要になっています。当社では、社会課題の解決に向けた取り組みを進めるべく、持続可能な開発目標

（SDGs）に沿った重要課題（マテリアリティ）を特定しました。重要課題ごとに定量的な目標を設定し、その達成に向けて従業員一人ひとりが挑戦することで「持続

可能な社会」の実現につながると考えています。

今後もサステナビリティ経営を推進し、ステークホルダーの皆さまから信頼される企業を目指して、持続可能な社会の発展に貢献してまいります。

日本のものづくりを支えることで、サステナブル社会の実現に貢献します

代表取締役社長

入交 建太

トップメッセージ
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2025年度の目標と実績

当社は、サステナビリティ課題への取り組みを企業の存続・成長を支える基盤と捉え、最も重要な課題の一つであると認識しています。そのなかで、ステークホルダーからの要請、当社の企業理念・価値

観を踏まえ、取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を特定しています。202５年度における目標とその実績については下記のとおりです。これらの目標に取り組みながら、持続可能な社会を推進してま

いります。

06

サステナビリティの目標と実績

重点課題（マテリアリティ） 2025年度目標 2025年度活動の結果

企業統治

コンプライアンス
遵守

贈賄規制、独占禁止法違反など重大な法令・通達違反件数ゼロ 違反件数 0件

情報セキュリティ
強化

情報セキュリティ強化による情報漏洩事故件数 ゼロ 事故件数 0件

人権 人権対応

社内における児童労働・強制労働・人身売買を禁止する 禁止できている

人種、性別、宗教、障がい、思想による差別を禁止する 禁止できている

令和9年3月までに、女性社員全体に占める管理職人員の比率を
10%以上とする

比率 6.67%

労働慣行

人材育成の推進

評価結果のフィードバック 100%実施 フィードバック 100%

スキル表に基づく教育訓練 計画の100%実施 訓練の実施率 １０１．２%

等級別研修 2回/年以上実施 トータル13回実施

良好な安全衛生

労働災害 ゼロ件
不休災害 ２件
休業災害 ０件

労働疾病 ゼロ件 労働疾病 0件

健全な労使関係

労使協議会の実施 １回/月以上 12回（毎月実施）

有給休暇取得日数÷付与日数を70%以上の取得 ９５．２%

年間所定外労働時間360時間を超える社員数をゼロ ゼロ

公正な雇用

募集要項をホームページおよび採用サイトへ掲示 掲示

会社見学希望者の受け入れ100% 受入 100%

障がい者の法定雇用率の達成 雇用率 ２．６４%

重点課題（マテリアリティ） 2025度目標 2025年度活動の結果

環境

エネルギー消費の
抑制

エネルギー原単位の５カ年平均で1%以上の削減 １.６%増加

温室効果ガスの
抑制

２０３０年までに、対2013年度比、排出量46%削減 4８.８%削減

水資源の有効活用 水使用量の定量管理を維持し、環境負荷を軽減する
規制遵守

定量管理の実施

汚染の予防 化学物質排出規制の遵守と定量管理を維持する
規制遵守

定量管理の実施

廃棄物の低減 社内発生廃棄物ゼロ化への取組を推進 取り組み件数 ７件

公正な
事業慣行

公正な
事業慣行遂行

腐敗行為の件数 ゼロ 腐敗行為の件数 0件

腐敗行為の防止の研修を年１回実施 1回実施

内部監査実施率 100%以上 100%実施

顧客満足度の
追求

社会的価値の提供

ISO9001、ISO14001で設定した目的・目標の達成 達成

顧客満足度に関わる情報収集およびデータ分析 データ分析実施

地域社会への
貢献

地域社会への貢献

工場周辺清掃実施 １回/週以上 50回実施

献血機会の設定 ２回/年以上 2回実施

インターンシップ受入 １件/年以上 １件受入

年間複数人以上の雇用を継続 ６名雇用

ＣＳＲ調達

サプライヤーの
ＣＳＲ向上

サプライヤー行動規範の提示割合95%以上 97.1%

紛争鉱物の
適切な扱い

CMRTを使用して取扱する
購入件数 ２件

CMRT入手件数 ３件
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0７

重点課題（マテリアリティ） 2026年度目標

企業統治

コンプライアンス
遵守

贈賄規制、独占禁止法違反など重大な法令・通達違反件数ゼロ

情報セキュリティ
強化

情報セキュリティ強化による情報漏洩事故件数 ゼロ

人権 人権対応

社内における児童労働・強制労働・人身売買を禁止する

人種、性別、宗教、障がい、思想による差別を禁止する

令和9年3月までに、女性社員全体に占める管理職人員の比率を10%以上とする

労働慣行

人材育成の推進

評価結果のフィードバック 100%実施

スキル表に基づく教育訓練 計画の100%実施

等級別研修 2回/年以上実施

良好な安全衛生

労働災害 ゼロ件

労働疾病 ゼロ件

健全な労使関係

労使協議会の実施 １回/月以上

有給休暇取得日数÷付与日数を70%以上の取得

年間所定外労働時間360時間を超える社員数をゼロ

公正な雇用

募集要項をホームページおよび採用サイトへ掲示

会社見学希望者の受け入れ100%

障がい者の法定雇用率の達成

環境

エネルギー消費の
抑制

エネルギー原単位の５カ年平均で1%以上の削減

温室効果ガスの
抑制

２０３０年までに、対2013年度比、排出量46%削減

水資源の有効活用 水使用量の定量管理を維持し、環境負荷を軽減する

汚染の予防 化学物質排出規制の遵守と定量管理を維持する

廃棄物の低減 社内発生廃棄物ゼロ化への取組を推進

重点課題（マテリアリティ） 2026年度目標

公正な
事業慣行

公正な
事業慣行遂行

腐敗行為の件数 ゼロ

腐敗行為の防止の研修を年１回実施

内部監査実施によるガバナンスの徹底

顧客満足度の
追求

社会的価値の提供

IISO9001、ISO14001で設定した目的・目標の達成

顧客満足度に関わる情報収集及びデータ分析

地域社会への
貢献

地域社会への貢献

工場周辺清掃実施 １回/週以上

献血機会の設定 ２回/年以上

インターンシップ受入 １件/年以上

毎年複数名の雇用を継続

ＣＳＲ調達

サプライヤーの
ＣＳＲ向上

サプライヤー行動規範の掲示割合95%以上

紛争鉱物の
適切な扱い

CMRTを使用して取扱する

202６年度の目標

特定しているサステナビリティの重要課題（マテリアリティ）における、202６年度の目標は下記のとおりです。これらの目標に取り組みながら、企業価値の向上と持続可能な社会の両立を追求してまい

ります。
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0８

環境
Environment



基本的な考え方

当社は、重要な社会課題である環境問題の解決に取り組むことを企業の社会的責任と認識し、

環境マネジメントシステムの継続的改善に努めます。省資源・省エネルギーの推進による環境負

荷低減や気候変動への対応、水資源の有効活用や廃棄物削減による循環型社会の実現等、環

境に配慮した取り組みを推進します。

法令違反、事故などの有無

202５年度、環境に関する法令違反による訴訟問題、罰金はありませんでした。また、環境に

関する重大な事故の発生もありませんでした。

内部監査

ISO14001にもとづき、認証機関による審査と年1回の内部監査を実施しています。内部監

査は、規格の適合性、前回の指摘事項に対する確認を中心に行っています。202５年度の内部

監査では、重大な不適合はありませんでした。

環境マネジメントシステム

基本的な考え方にもとづき、事業活動を通じて環境・

社会問題に積極的に対応すべく、ISO14001にもとづ

く環境マネジメントシステムを導入し、継続的改善に努

めています。当社は、2005年にISO14001を取得、

202５年８月に更新審査を受審し、最新の登録証の有

効期限は2028年8月までです。環境マネジメントシス

テムを通じ、環境関連法規制の遵守ならびに気候変動

を含む環境リスクの未然防止および環境保全型ビジネ

スの推進を目指しています。

各製品のエネルギー原単位の低減による省エネルギー

の推進や、集塵粉の活用、電極の再利用などの3R活動

を継続して推進しており、2025年度は、これらの取り

組みをさらに発展させ、副産物の再資源化の対象を拡

大することで、資源循環の促進と環境負荷の低減に取

り組みました。

環境マネジメント

0９

環境教育

従業員の環境意識向上のために、定期的な環境教育を行っています。全従業員へ環境方針を

周知し、従業員全員で環境改善に取り組んでいける体制構築を図っています。

ISO14001登録証
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カーボンニュートラルの推進

当社は、自社からの温室効果ガス排出の実質ゼロ化をめざし、2030年までに2013年度比

でCO₂排出量46%削減を目標として各種取り組みを行っています。取り組みの一つとして、再

生可能エネルギーの活用を進めており、2022年度から水力100%によるCO₂フリー電気を

購入しています。これにより、年間約200tのCO₂削減となっており、今後も活用を進めてまい

ります。

今後は、事業を継続・成長させながら、自社からの温室効果ガス排出の実質ゼロ化を行うとと

もに、2050年のバリューチェーン全体でのカーボンニュートラルの実現を目指します。

基本的な考え方

当社は、気候変動を含む環境問題への対応を経営課題の一つとして認識しています。有効な

対策を取らず地球温暖化が進めば、気候が大きく変動し、地球環境に大きな影響を与えます。

世界的には、温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする「カーボンニュートラル」に向けた取り組

みが加速しています。当社においても気候変動によるリスクを軽減し、脱炭素社会へと移行す

るため、温室効果ガスの排出量の削減の中期目標を設定しました。今後は、省資源・省エネル

ギー化に積極的に取り組み、温室効果ガス排出量を着実に削減してまいります。

気候変動への対応

１０

温室効果ガス排出量の削減

設定した目標を達成するため、省エネの実施や生産効率の改善、エネルギー効率に優れた設

備の導入、再生可能エネルギーの購入の拡大を図った結果、202５年度の温室効果ガス排出

量は2013年度比で4８.８%の削減でした。

温室効果ガス排出量の削減量

0

40,000

80,000

120,000

160,000

2013 2021 2022 2023 2024 2025 2030

(t-CO₂)

4６%削減

75,902

140,559

98,399
93,849

79,101

■スコープ1 ■スコープ2

71,975
77,602
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資源循環

1１

廃棄物削減の取り組み

生産過程における廃棄物削減

当社では、社内で扱う材料の重量収支を見える化しており、これをもとに製造工程における

廃棄物発生抑制や副生成物の再資源化を行い、社内で発生する廃棄物の排出量抑制に努めて

います。

製品である炭酸カルシウム、カルシウムカーバイドを製造する過程で発生した副生成物を他の

製品の原料の一部として再利用しています。

製品紹介

【公的評価】

高知県リサイクル製品認定（認定番号：第79号）

財団法人土木研究センターの建設技術審査証明を取得（建技審証：第0414号）

国土交通省の新技術情報提供システム（NETIS）の事前評価済（登録番号：SK-050013-V）

徳島県リサイクル製品認定（認定番号：第18号）

製造方法および再利用方法などに関する特許（特許第 4965065号）

灰テックビーズ

工場内の廃棄物を原料として再活用

基本的な考え方

当社は、持続可能な循環型社会構築のため、事業活動において製造工程で使用される資源・

エネルギーを効率よく使用し、環境負荷低減を推進しています。
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【外部での紹介】

高知県の脱炭素に関する情報が集まる、脱炭素スタートサイト『こっから。』で当社の灰テック

ビーズの取り組みが紹介されました。 詳細はこちらからご覧ください。

産業副産物を主原料とした「灰テックビーズ」

灰テックビーズは、石炭火力発電所等で発生する副産物で

ある石炭灰（フライアッシュ）を主原料に水・セメント・消石灰

を加え特殊ミキサーで混練・造粒・養生して製造する人工的な

地盤材料です。

特徴として、軽量かつ保水性に優れており、地盤沈下への影

響が少なく、軟弱地盤にも施工可能なことから盛土材、裏込

め材、埋戻し材、土地造成材、路床材および保護砂等の用途

に通常の砂質土・礫質土と同様の設計・施工を行うことがで

きます。

石灰石

生石灰

炭酸
カルシウム

カルシウム
カーバイド

灰テックビーズ リファイナー 石灰肥料

副生成物

原料の一部として再利用

発生

生産 生産

発生

https://cn-portal.pref.kochi.lg.jp/partner_interview/9379/


水資源の有効活用

1２

水資源保全

当社は、生産工程の改善や電気炉で使用される冷却水を工場内で循環させることで水使用

量削減に取り組んでいます。

年間の水使用量は、製品の生産量や降雨量の影響で変動するものの、年間1,570千㎥以下

の使用量を目標値とし、水使用量の抑制に努めています。2025年度の水使用量は1,４８７千

㎥となっており、使用量を目標値以下に抑制できました。今後も引き続き、製造現場での水の

循環による再利用やこまめな節水に努めてまいります。

水質汚染の防止

水使用量や汚染状況に応じた排水処理施設を設置しています。工場内から排出する水は管

理・処理できるシステムを導入し、水質を常時モニタリングし中和処理したうえで排出を行って

います。

1,438 
1,479 1,497 1,510 1,487 

1,000

1,200

1,400

1,600

2021 2022 2023 2024 2025

(千㎥/年)

水使用量の推移

基本的な考え方

近年、気候変動や世界的な人口増加、経済発展による都市化の進展により世界各地で水不足

や水質の汚染が深刻な問題となっています。

当社では、持続可能な成長を実現するため、水資源の適切な管理を重要課題の一つとして認

識しており、環境関連法規制を遵守し、水利用量の削減や排水基準を遵守し周辺環境への影響

の低減に取り組んでいます。

排水中和設備
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化学物質の管理・削減

1３

基本的な考え方

当社は、工場における化学物質の管理と削減を事業活動の重要な課題の一つと捉えていま

す。環境への配慮と従業員および地域社会の安全確保を最優先とし、化学物質の適正管理と大

気・水質などへの有害物質排出を抑制・削減することで、環境負荷の軽減に取り組んでいます。

国内の化学物質に関連する規制や国際基準を遵守し、安全かつ正しい管理体制の整備を進め

ています。

化学物質の管理

当社は、化学物質の取り扱い・環境への排出・廃棄等を適正に管理し、改善に努めています。

自社で取り扱う化学物質については、危険性・有害性を特定し、その特定されたリスクを見積も

ることに加え、リスクの見積もり結果にもとづいてリスク低減措置（リスクを減らす対策）の内

容を検討するリスクアセスメントを実施しています。新たな化学物質の取り扱いや使用方法の

変更があった際には、化学物質管理者の指示のもと取り扱う化学物質に対してリスクアセスメ

ントを行っています。

ＰＣＢの処分

有害物質であるＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）を含む機器について、国の基準に従い適切に管

理を行い、すべてのＰＣＢ廃棄物は2025年５月までに処分が完了しました。

化管法にもとづく排出管理

取り扱っている化学物質で法規制の対象となる物質については、環境への排出量や廃棄物の

移動量を計測し、適切に管理を行うとともに、計測した量の報告を行っています。

産業廃棄物の適正処理

発生した産業廃棄物について、廃棄物の発生実態に応じた分別処理、収集運搬業者および処

分業者の適切な選定と継続的な管理、マニフェスト（産業廃棄物管理票）の適切な運用等を徹

底し、適正に処理を行うよう努めています。

202２年度 202３年度 202４年度 202５年度

第１種化学物質の大気への排出量 118.0kｇ 105.5kg 107.0kg １２３.0kg

トリメチルベンゼン 59kg 30kg 31kg ５２kg

キシレン 48kg 26kg 27kg ４５kg

メチルナフタレン 12kg 34kg 38kg １３kg

セリウム及びその化合物 - 6.8kg 6.2kg 6.８kg

他 1.4kg 8.7kg 4.8kg 6.0kg

第１種化学物質の水域への排出量 0kg 0kg 0kg 0kg

第１種化学物質の土壌への排出量 0kg 0kg 0kg 0kg

第１種化学物質の事業所外への移動量 0kg 0kg 0kg 0kg

第1種化学物質の排出量および移動量の推移

※大気への排出量の大部分が、燃料の燃焼由来の成分
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１４

Social

社会



1５

当社では、事業活動において企業として果たすべき社会的責任があること、その責任の一環

として人権の尊重が必須であることを認識しています。人権に対するリスクを的確に把握し、人

権を尊重する組織体制を確立しています。

労働組合との対話

当社では、会社の健全な発展・永続を図るとともに、当社と労働組合との間に正常かつ公正

な労使関係を確保し、組合員の経済的・社会的地位の向上と労働条件の維持改善のために、労

使とも最善の努力をしています。具体的には、当社と労働組合との間で労働協約を締結し、協

議会などで経営情報の共有や意見交換を行い、対話を進めています。

取引先へのCSR要請

サプライチェーン全体で人権尊重の取り組みを行うためには取引先の協力が不可欠であると

考えています。当社では「サプライヤー行動規範」を定め、取引先に対して強制労働の禁止や児

童労働の禁止、差別の排除などの基本的人権の尊重について周知と同意をお願いしています。

人権侵害防止の取り組み

人権の尊重

ハラスメント相談窓口

職場のハラスメントに関する通報・相談窓口として「ハラスメント相談窓口」を社内外に設置し、

ハラスメントが発生した場合に対応できる体制を整えています。相談への対応に当たっては、

相談者に対していかなる不利益な取り扱いも行わないことや、相談者・関係者のプライバシー

を保護することなど、適正な運用となるようにルールを定めています。

ハラスメント防止に関する規程

当社では、職場におけるセクシュアルハラスメントおよびパワーハラスメントならびにマタニ

ティハラスメントを未然に防止するため「ハラスメント防止に関する規程」を制定しています。す

べての従業員が安心して働ける環境を確保することを目的に、明確なルールの整備と適切な

対応体制の構築を行っています。今後も規程の周知徹底を図り、健全で働きやすい環境づくり

に努めてまいります。
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人権方針



評価制度

求める目的に応じて、評価を「職能」と「目標管理」の2種類に分類しています。職能評価は、該

当する等級の要件を満たしているかを年1回評価し、昇給・昇格に活用しています。目標管理評

価では、会社の方向性に沿ったミッションを設定し、達成度を年2回定量的に評価して賞与に活

用しています。結果は評価者と被評価者が確認する形で今後の成長につなげています。

1６

人材

女性活躍推進法にもとづき、女性が活躍できる環境の整備を行うため取り組みを行っていま

す。より一層の女性活躍を推進するため、次のとおり行動計画を策定しています。
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階層別人材育成

新入社員から管理職に至るすべての従業員を対象として、従業員の職責に応じた必要な知識

や考え方を身につけるための研修を行っています。

人材育成

女性活躍推進

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

2022年4月より改正女性活躍推進法が施行されたことを受け、下記のとおり「女性活躍推進

法に基づく一般事業主行動計画」を策定する。

1.計画期間

2022年４月１日 から 2027年３月３１日までの５年間

2.行動計画

（１）2022年4月～職能等級要件に基づき、上位等級を意識した指導を強化する。

（２）2023年4月～過去配属事例が少ない部門への積極的な配置を検討し、フィールドの拡

aaaa大と多様な職務経験の付与を検討する。

一般事業主行動計画

当社は、従業員が仕事と子育てを両立させることができ、働きやすい環境づくりを推進するこ

とによって、全ての従業員がその能力を十分に発揮できるようにするため、以下の行動計画を

策定する。

1.計画期間

202６年４月１日 から 20３１年３月３１日までの５年間

2.行動計画

(1)男性の育児休暇率を70%以上とする。

(2)振替休日の取得促進により、休日出勤日数を20%削減することで、時間外労働の減少に

aaaa努める。

(3)若年者に対する積極的な工場見学および会社説明会の受入れにより就業理解の機会を

aaaa提供するとともに、定期的な採用機会を確保する。

長時間労働・過重労働の防止

長時間労働・過重労働防止のための労働時間管理については、勤怠管理システムを使用した

労働時間データ、入退出履歴との参照にもとづく人事部主導によるモニタリングや勤務時間の

実態にあわせてアラートを発信することで、上長が部下の労働状況を把握し適切なマネジメン

トができるよう支援しています。

当社は、従業員のワークライフバランスを重視し、多様な人材が活躍できるよう制度や施策を

導入しています。より働きやすい環境を整備するため、次のとおり行動計画を策定しています。

ワークライフバランス
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復帰・復職制度

結婚・妊娠・出産・育児・介護・家族の転勤などの家庭の事情や転職により退職した元正社員を

対象に、復帰・復職を推進する制度を導入しています。ライフステージの変化により退職した人

材が、再び当社で活躍できる環境づくりを通じて、多様な人材の活躍を支援しています。

柔軟な休暇取得環境の整備

個々人の事情やライフステージに合わせた休業・休暇を取得しやすい環境づくりを進めてい

ます。年次有給休暇は、ニーズに応じて半日単位や１時間単位で取得できるほか、時効により消

滅する有給休暇を積み立てる制度を設け、最大50日まで積み立てることが可能です。積み立

てた休暇は、所定の使用目的に応じて活用することができます。

さらに、育児・介護休業に関する規則を定め、従業員の育児休業、看護休業、看護休暇、介護

休暇などを円滑に取得できる環境を整備し、仕事と家庭の両立を支援しています。

奨学金返還支援制度

生活を充実させ、仕事に専念できる環境づくりを目的に従業員の奨学金の返還を会社が支

援する制度を設けています。奨学金の返還を支援することで、経済的負担の軽減を図るととも

に、安心して働き続けられる職場環境の整備に取り組んでいます。

従業員持株制度

当社は、従業員の資産形成の支援と経営参画意識の向上を目的として、従業員持株制度を導

入しています。当社株式を保有することで、配当が行われた場合には保有株式に応じた配当を

受けることができ、会社の成長を従業員と共有する仕組みとなっています。

こうした制度を通じて、従業員の中長期的な資産形成を支援するとともに、会社への関心や

経営参画意識の向上につなげています。

労働災害事故低減の取り組み

安全ルール・作業ルールの遵守と安全意識の向上を図っています。また、危険の見える化、ヒ

ヤリ・ハット活動、危険予知活動（KY活動）などを通じて危険感受性を高めるとともに、設備の

安全対策や産業医による定期的な職場巡視を実施し、安全な職場環境の維持・改善に努めてい

ます。

2025年度は、労働安全衛生規則の改正を受け、WBGT値の活用や水分・塩分補給の徹底、

ファン付き作業服の導入、スポットクーラーの増設など、熱中症対策の充実を図りました。

これらの取り組みを通じて、作業環境の改善と従業員の安全・健康の確保に努めています。

労働慣行方針

労働者の安全、健康の確保、労働時間の適正化、多様な雇用並びにワークライフバランスの支

援を行い、生産性の向上および働きがいのある職場環境の改善に努めます。

リスクアセスメントの実施

ハイリスク作業・設備などの是正に取り組み、安全責任者を明確にし、労働災害防止策を講じ

るほか、リスク低減に向けた対策および投資を行っています。

毎月、各現場作業における危険性を特定、リスクを評価し、対策の優先度を決めたうえで、リ

スクの低減・除去を図っています。

労働安全衛生

労働安全衛生教育の実施

安全衛生管理要項を毎年作成し、役員・従業員を対象に適切な教育を実施し、労働災害や労

働疾病のない安全で健康的な職場を目指しています。また年に1度、安全大会を開催し安全意

識高揚を図っています。



CSR調達方針

安定かつ持続可能な調達のため、品質・コスト・納期に加えて、倫理的で環境や社会、人権に

配慮した取引先様を、公正・公平かつ総合的に評価・選定します。

サプライチェーンにおける社会的責任を実現するため、『サプライヤー行動規範』を制定し、

CSR調達に関する考え方について取引先様の理解を促進し、その浸透に努めます。

①購買における国内外の法令及び社会規範を遵守し、企業倫理にもとづき公正な取引を推

aa進します。

②購買活動によって生じる労働環境や安全衛生への影響に配慮するとともに、人権を尊重し

aaて、あらゆる差別を排除し、職場環境の改善に努めます。

③環境への影響に配慮した原材料の調達を心がけます｡

④製品の品質と安全性を維持し、改善に努めます。

⑤取引先をはじめ、ステークホルダーとの対話と協働を促進します。

⑥機密情報の漏洩を防止し、知的財産を尊重します。

⑦紛争地域および高リスク地域を原産国とし、紛争や人権侵害などへの関与が明らかな鉱物

aaを使用しません。

⑧取引先の選定にあたり、法令遵守、人権尊重、環境保護などの社会的責任への取り組み状

aa況を考慮するとともに、取引先に対して「サプライヤー行動規範」の遵守を求め、サプライ

aaチェーン全体でのCSR推進に努めます。

紛争鉱物問題への対応

当社は、RMI(責任ある鉱物イニシアティブ）のテンプレートで錫・タンタル・タングステン・金に

ついてはCMRT（紛争鉱物報告テンプレート）を入手し、問題のある産地から紛争鉱物の購入

を行いません。

グリーン調達の推進

当社は、環境配慮型の製品・サービスの普及を推進するグリーン購入ネットワーク（GPN）に

加入し、「グリーン購入原則」に基づいて環境に配慮した原材料の購入活動に取り組んでいます。

持続可能な調達を推進することで、サプライチェーン全体の環境負荷低減に努めています。

サプライチェーン・マネジメント
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202２年度 202３年度 202４年度 2025年度

紛争鉱物扱い（購入）件数 2件 2件 １件 2件

CMRTを入手した件数 3件 2件 ２件 3件

CMRTを提出した件数 21件 16件 ２２件 ２0件

「ホワイト物流」推進運動に参画

当社は、国土交通省・経済産業省・農林水産省が提唱する、物流の生産性向上や持続可能な物

流の実現を目指す「ホワイト物流」推進運動の趣旨に賛同し、自主行動宣言を「ホワイト物流」推

進運動事務局へ提出しました。今後も物流事業者をはじめとする関係各社と連携し、持続可能

なサプライチェーンの構築に取り組んでまいります。
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顧客満足

19

基本的な考え方

当社は、お客様に満足していただける製品・サービスを提供するために、常に品質と顧客重視

の姿勢にたち、信頼と満足を得られるよう努めています。品質の向上と安定を図るため、

ISO9001を基礎とした品質マネジメント体制を確立し、各事業部門で品質目標の設定と、そ

の達成に向けた改善活動を行っています。

基本的な考え方

当社は、事業活動と社会貢献活動を通じて、人々の生活向上や地域産業の発展に貢献し、地

域社会の安全と安心なまちづくりを目指しています。

地域社会

品質マネジメントシステム

ISO9001にもとづく品質マネジメント体制を確立し、

顧客要求事項を満たすことによって顧客満足度の向上

を図るべく、継続的改善に努めています。当社は、

2002年にISO9001の認証を取得し、202５年8月

に更新審査を受審し、最新の登録証の有効期限は202

８年8月までです。

202５年度は、これまでの活動結果をもとに、当社の

改善すべき点、お客様の潜在不満、他社の優位点を読

み取って今後の活動に繋げることに注力しました。具体

的には各事業部門が設定した品質目標の達成に向けた

改善活動のほか、顧客満足度調査を行い、改善が必要

な点の見極めによって活動内容の改善を図ることやお

客様のお困りごとに対し、営業・製造・開発部門が中心

となり解決の提案を行いました。

ISO9001登録証

献血への協力

当社は献血活動に積極的に協力をしています。献血車を構内へ受け入れ、従業員の献血参加

を促しています。202５年度は2回の献血を行いました。

周辺地域の清掃活動

地域への貢献として、工場周辺の清掃活動を行い、地域美化の維持に努めています。

地域の活動への貢献

地域社会への貢献活動の一環として、高知市の公共施設である「中央公園」および「高知市中

央公園地下駐車場」について、ネーミングライツ・パートナー契約を締結しています。

2024年10月から、それぞれ「東洋電化中央公園」「東洋電化中央公園地下駐車場」の愛称が

使用されています。ネーミングライツ料は施設の維持管理等に活用され、市民サービスの向上

につながる仕組みとなっています。

今後も、地域に根ざした企業として、地域社会への貢献に継続して取り組んでまいります。

献血実施日 ７月２３日 １月14日

実績人数 ２６名 ２２名
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Governance

ガバナンス



基本的な考え方

当社は、株主・顧客・従業員・地域社会などのステークホルダーの皆様に対して透明性の高い

経営を行い、円滑な関係を構築しながら、効率的で健全な経営の維持により企業価値を向上さ

せることを、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を基本的な考え方とし、取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンス
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企業統治の体制

当社は、持続可能な企業価値の創造を目指し、健全かつ透明性の高いコーポレート・ガバナン

ス体制を構築しています。

取締役会は、経営判断の迅速化と業務執行の監督機能を強化するため、１０名の取締役で構

成されており、定例の取締役会を３カ月に１回以上開催し、重要事項の決定ならびに取締役の

業務執行状況の監督等を行っています。取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させる

ため、常勤取締役および監査役が出席する常務会を毎月１回開催し、業務執行に関する基本的

事項および重要事項に係る意思決定を機動的に行っています。また、取締役会の意思決定の妥

当性を高めるため、社外取締役を登用しています。

監査体制

監査役の過半数は社外監査役とし、対外透明性を担保し、監査役は、取締役会の他、重要な意

思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、常務会などの重要な会議に出席すると

ともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役また

は使用人にその説明を求めています。

また、監査役は、「監査役監査基準」にもとづく独立性と権限により、監査の実効性を確保して

います。

サステナビリティの推進

当社では、定めているCSR基本理念の実現に向け、CSR基本方針に沿った活動を行ってい

ます。活動の内容についてホームページで公開するとともに、年に１回サステナビリティレポー

トの作成・公開によりステークホルダーへの情報共有を図っています。
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内部統制およびリスク管理体制

品質・投資・環境・安全等に関するリスクを専管する組織として、「ISO推進委員会」「環境管理

委員会」「労働安全衛生委員会」を設け、ISO9001、14001認証の取得・継続、投資のリスク

把握、公害防止、労働安全衛生に取り組んでいます。

上記の他、以下のリスクにおける事業の継続を確保するための体制を整備しています。

①地震、洪水、事故、火災等の災害により重大な損失を被るリスク

②役員・使用人の不適正な業務執行により生産・販売活動等に重大な支障が生じるリスク

③基幹ITシステムが正常に機能しないことにより重大な被害を被るリスク

④その他、取締役会が極めて重大と判断するリスク



夜間の避難経路の検証

2025年度には、夜間の災害発生を想定した避難経路の検証を実施しました。実際の避難経

路を現地で確認し、照明の状況や足元の安全性、通行上の支障の有無など、夜間避難時に想定

されるリスクを確認しました。

その結果、避難時の安全性を高めるために改善が必要な箇所や課題を把握しました。今後は

検証結果を踏まえ、より安全な避難環境の整備に向けて必要な改善に取り組んでまいります。

災害訓練

緊急事態への対応力向上を図るため、災害時を想定したシミュレーションを行い、いざという

時に迅速な初動対応ができるよう避難訓練や消火訓練を定期的に実施しています。

リスクマネジメント
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事業継続計画（ＢＣＰ）

変電設備機能の維持

津波等の災害が生じたときに工場への電力供給再開を早急に行うため、変電設備を高さ5m

の防護壁で覆い、災害へ備えています。

緊急遮断装置の設置

地震発生時の二次災害を防止するため、震度5強以上の地震を感知すると自動で作動する緊

急遮断装置を設置しています。重油・灯油配管では、緊急遮断弁により配管等の破損による油

の流出を防止するとともに、作業者が元バルブを手動で閉止することなく、迅速に避難行動へ

移ることができる体制を整えています。また、電気熱源設備では、制御盤の操作電源を自動で

遮断することで、火災などの二次災害の防止を図っています。これらの対策を通じて、地震発

生時における作業者の安全確保と災害リスクの低減に取り組んでいます。

大規模地震への対応

大規模地震を想定した「大地震初動マニュアル」を整備し、日本国内において、原則として、従

業員が勤務または居住する都道府県で震度5弱以上の地震が発生した場合に、安否確認を行

うこととしており、そのための訓練（安否確認訓練）を定期的に実施しています。
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避難訓練 消火訓練

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

製品供給者としての責任を果たすべく、大規模地震を想定した事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し

ています。また、一度策定したBCPが形骸化しないように定期的にBCPを見直し、対策の改善

を行っています。



基本的な考え方

当社は、すべての事業活動において健全で透明性の高い運営を基本方針としています。法令

や規則を遵守することはもちろんのこと、社会的責任を果たすために高い倫理基準を維持し、

疑義を招く行為をつつしみ、不正行為は一切行いません。

コンプライアンス研修

当社では、全従業員を対象にコンプライアンス研修を定期的に実施しています。202５年度

は中小受託取引適正化法(取適法）に関するセミナーを開催しました。適正な取引の推進とコン

プライアンス意識のさらなる向上に取り組んでいます。

反社会的勢力との関係排除

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては断固とした姿勢で臨み、

関係排除に取り組んでいます。反社会的勢力とは関係を持たず、反社会的勢力への利益供与や

不法な要求にも応じません。取引先の精査と社内周知を通じて、従業員が犯罪組織や反社会的

勢力のメンバーと取引関係を持たないことを確保しています。

コンプライアンス
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贈収賄・腐敗防止

贈収賄・腐敗防止を目的に、コンプライアンス規程で役員および従業員の義務として、国内外

の官民を問わず汚職や賄賂等を禁止しています。

202２年度 202３年度 202４年度 202５年度

贈収賄行為の件数 0件 0件 0件 0件

詐欺の件数 0件 0件 0件 0件

利益相反の件数 0件 0件 0件 0件

資金洗浄の件数 0件 0件 0件 0件

反競争的慣行の件数 0件 0件 0件 0件

コンプライアンス研修の開催 ２回 １回 １回 １回

コンプライアンス規程

コンプライアンスを経営の基本方針とし、コンプライアンスの取り組みに関する基本的事項を

定め、これを適切に運用することによりコンプライアンスの徹底と社会的信用の向上を図るこ

とを目的としてコンプライアンス規程を定めています。

内部通報規程

代表取締役社長の責任のもと、当社ならびに当社役員および従業員についての法令等に違

反する行為等に関する内部通報への適正な対応の仕組みを定めることにより、法令等違反行

為の早期発見と是正を図り、もって、コンプライアンス経営を実践することを目的として内部通

報規程を定めています。
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情報漏えいの防止

当社は、情報漏えいの防止のため、セキュリティ対策を施したパソコンの導入やメールフィル

タリングシステムの運用など、多層的な情報セキュリティ対策を実施しています。また、外部か

らの不正アクセスを監視・検知し、安全な情報管理体制の維持・強化に継続して取り組んでいま

す。

個人情報保護

個人情報保護に関して法令および関係省庁のガイドラインなどに基づき、個人情報保護の基

本的事項を定める「個人情報管理規程」などを整備し、実効性のある情報管理体制のもと運用

を行っています。

情報セキュリティの徹底

取り扱う情報について人的・組織的管理、物理的管理、技術的管理の徹底を行い、情報セキュ

リティの事故を未然に防ぐとともに、万が一発生した場合でもあらかじめ設定したマニュアル

に沿って適切に対処ができる体制としています。202５年度において、不適切な情報管理、漏

えい問題はありませんでした。

情報セキュリティ
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情報セキュリティの取り組み

情報処理機器の管理

当社は、システムやネットワーク利用時における可用性・機密性・完全性を確保し、発生し得る

各種問題を未然に防ぐことを目的として、情報処理機器の利用に関する規程を定め、各種セ

キュリティ対策を確実に実施しています。

情報セキュリティ教育

情報セキュリティ事故を未然に防ぐことを目的として、従業員へ情報機器の適切な取り扱い

などセキュリティ意識を高める教育を実施し、会社全体でセキュリティの維持向上を図ってい

ます。

基本的な考え方

当社は、事業活動において取り扱うすべての情報資産を適切に保護することが、企業として

の信頼性を維持し、持続可能な成長を遂げるために極めて重要であると認識しています。サイ

バー攻撃による情報漏えいや操業停止などのリスクを防止すべく、サイバーセキュリティの強

化に加え、情報管理・運営体制等の継続的な強化に取り組んでいます。
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資料編
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CSR基本理念

社会・経済・環境に及ぼす影響を的確に把握し、倫理的な活動を行い企業の社会的責任を果たす

CSR基本方針

企業統治

企業活動の根底に、コンプライアンス及びリスク管理を据え、内部統制機能を強化し、透明性の高い経営が実現できる組織体制を確立します。

人権

人権に対するリスクを的確に把握し、人権を尊重する組織体制を確立します。

労働慣行

労働者の安全、健康の確保、労働時間の適正化、多様な雇用並びにワークライフバランスの支援を行い、生産性の向上および働きがいのある職場環境の改善に努めます。

環境

地球環境を守ることを企業の社会的責任と認識し、環境保護活動と環境マネジメントシステムの継続的改善に努めます。

公正な事業慣行

健全な事業活動を基本とし、疑義を招く行為をつつしみ、不正な行為は一切行いません。

顧客満足の追求

常に品質と顧客重視の姿勢にたって、信頼と満足を得られるように努めます。

地域社会への貢献

事業活動を通じて、地域社会の安全と安心なまちづくりに貢献します。

CSR調達

安定かつ持続可能な調達のため、品質・コスト・納期に加えて、倫理的で環境や社会、人権に配慮した取引先様を、公正・公平かつ総合的に評価・選定します。

サプライチェーンにおける社会的責任を実現するため、『サプライヤー行動規範』を制定し、CSR調達に関する考え方について取引先様の理解を促進し、その浸透に努めます。
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CSRデータ集

分野 現時点の項目 2022年度 2023年度 2024年度 202５年度

企業統治
贈賄規制、独占禁止法違反など重大な法令・通達違反の件数 0件 0件 0件 0件

情報セキュリティ事故の件数 0件 0件 0件 0件

人権

児童労働・強制労働・人身売買の件数 0件 0件 0件 0件

人種、性別、宗教、障がい、思想による差別の件数 0件 0件 0件 0件

女性社員全体に占める管理職人員の比率 4.2% 3.2% 3.0% ６.７%

労働慣行

労働災害件数
不休災害3件 不休災害2件 不休災害1件 不休災害２件

休業災害0件 休業災害1件 休業災害0件 休業災害0件

労働災害 損失日数 0日 82日 0日 0日

労働疾病件数 0件 0件 0件 0件

労働疾病 損失日数 0日 0日 0日 0日

労働災害度数率 0 3.16 0 0

労働災害強度率 0 0.26 0 0

有給休暇取得率 89.5% 87.7% 88.2% ９５.2%

年間所定外労働時間360時間を超える社員数 0名 0名 0名 0名

労使協議会の実施回数 12回 12回 12回 12回

評価結果のフィードバック 実施率 100% 100% 100% 100%

スキル表に基づく教育訓練 計画の実施率 96.0% 98.5% 101.4% 101.２%

従業員1人当たりの平均研修時間 26.3時間 27.8時間 28.0時間 35.3時間

等級別研修 実施回数 8回 13回 16回 1３回

上級管理職(役員は除く)における社会的少数者や社会的に脆弱な労働者の割合 0% 0% 0% 0%

組織全体における女性従業員の割合 11.5% 12.7% 13.3% 12.６%

管理職における女性の割合 4.5% 3.2% 3.1% ６.１%

募集要項をホームページおよび採用サイトへ掲示 掲示 掲示 掲示 掲示

会社見学希望者の受け入れ率（ＷＥＢ会社説明会を含む） 100% 100% 100% 100%

障がい者の雇用率 2.3% 1.9% 2.1% 2.6%

障がい者の雇用人数（障がい者雇用率制度に準じた人数） 4名 4名 5名 6.3名

６０歳以上の雇用率 5.8% 5.3% 5.6% ６.3%

組織全体における社会的少数者や社会的に脆弱な労働者の割合 7.7% 6.5% 7.7% 8.0%
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CSRデータ集

分野 現時点の項目 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

環境

第１種化学物質の大気への排出量 118.0kg 105.5kg 107.0kg 123kg

上記の内 トリメチルベンゼン 59kg 30kg 31kg 52kg

上記の内 キシレン 48kg 26kg 27kg 45kg

上記の内 メチルナフタレン 12kg 34kg 38kg 13kg

上記の内 セリウムおよびその化合物 - 6.8kg 6.2kg 6.8kg

上記の内 他 1.4kg 8.7kg 4.8kg 6.0kg

第１種化学物質の水域への排出量 0kg 0kg 0kg 0kg

第１種化学物質の土壌への排出量 0kg 0kg 0kg 0kg

第１種化学物質の事業所外への移動量 0kg 0kg 0kg 0kg

産業廃棄物の総排出量 5743.3t 9113.9t 7064.0t 6887.0t

非有害廃棄物の発生量 5743.3t 9113.9t 7063.9t 6884.9ｔ

有害廃棄物総発生量 0t 0t 0.12t 2.04t

自社で再生利用した廃棄物の量 4716.0t 7697.0t 5782.6t 5750.0t

再利用後の委託処理量 1027.2t 1416.8t 1281.4t 1137.0t

エネルギー原単位の５カ年平均変化率 101.3% 101.1% 100.0% 101.6%

エネルギー消費量 原油換算 26,932 ｋL 22,339 ｋL 22,165 ｋL 21,065 ｋL

対2013年度比削減率 32%削減 43.7%削減 44.7%削減 48.8%削減

温室効果ガス排出量 93,849 t-CO2 79,１０１ t-CO2 77,602 t-CO2 71,975 t-CO2

スコープ１の温室効果ガス排出量 46,146 t-CO2 43,023 t-CO2 41,092 t-CO2 36,946 t-CO2

スコープ２の温室効果ガス排出量 47,703 t-CO2 36,078 t-CO2 36,510 t-CO2 35,029 t-CO2

高知県企業局と協調して水使用量の定量管理値 180 m3/h 180 m3/h 180 m3/h 180 m3/h

水の使用量 1,479千m3/年 1,497千m3/年 1,510千 m3/年 1,４８７千 m3/年
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分野 現時点の項目 2022年度 2023年度 2024年度 202５年度

公正な事業慣行

贈収賄の件数 0件 0件 0件 0件

詐欺の件数 0件 0件 0件 0件

利益相反の件数 0件 0件 0件 0件

資金洗浄の件数 0件 0件 0件 0件

反競争的慣行の件数 0件 0件 0件 0件

コンプライアンスに関する研修の回数 2回 1回 1回 1回

内部監査の計画件数と実施件数の割合 100% 100% 100% 100%

倫理に関する研修を受けた従業員割合 100% 100% 100% 100%

内部通報の対応件数/内部通報件数 4件/4件 0件/0件 0件/0件 0件/0件

顧客満足度の追及
顧客満足度調査実施件数 53件 48件 49件 45件

顧客満足度調査のデータ分析実施状況 100% 100% 100% 100%

地域社会への貢献

工場周辺清掃実施 回数 50回/年 50回/年 50回/年 50回/年

献血機会の設定 回数 2回 (7月/1月) 2回 (7月/1月) 2回 (7月/1月) 2回 (7月/1月)

インターンシップ受入 回数 １回（のべ１０日） １回（のべ１１日） １回（のべ４日） １回（のべ３日）

採用人数 12名 16名 8名 6名

CSR調達

調達部門が調達先へサプライヤー行動規範を掲示した割合 0% 97.8% 97.3% 97.1%

責任ある資材調達に関する研修を受けた調達部の従業員の割合 100% 100% 100% 100%

紛争鉱物扱い件数 購入件数 2件 購入件数 2件 購入件数 1件 購入件数 2件

CMRT（紛争鉱物レポーティング・テンプレート）を入手した件数 CMRT入手件数 3件 CMRT入手件数 2件 CMRT入手件数 2件 CMRT入手件数 3件

ＣＭＲＴを提出した件数 21件 16件 22件 20件

29

CSRデータ集

Sustainability Report 202６


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30

